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１．基本的な考え方

1. 事業者の賃金改善や届出手続きの負担を軽減

2. 利用者にとって分かりやすい制度とし、利用者負担に関する理解を得やすくする

3. 事業所全体として柔軟な事業運営を可能とする
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処遇改善加算 特定処遇改善加算 ベースアップ等支援加算

一本化

処遇改善加算（新加算）

令和６年５月まで

令和６年６月から

旧3加算



２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと
賃金改善の実施等
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（１）新加算等の単位数

（２）賃金改善の実施に係る基本的な考え方
１ 賃金改善とは
２ 賃金改善の方法
３ 職種間の賃金配分

（３）令和７年度の更なるベースアップにつなげるための工夫



(1)新加算等の単位数

• 国通知別紙１表１－１令和６年４～５月

• 国通知別紙１表１ー２令和６年６月～

• 国通知別紙１表１－３

• 地域相談支援、計画相談支援、障害児相談支援
対象外サービス
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サービス別の基本サービス費に各種加算減算を加えた１月当たりの総単位数に、下記に記載の
サービス別の加算率を乗じた単位数を算定する。

２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと賃金改善の実施等
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２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと賃金改善の実施等

厚生労働省・こども家庭庁「制度概要・全体説明資料」抜粋



(2)-1 賃金改善とは
⚫賃金＝基本給、手当、賞与等（退職手当除く。）

⚫賃金改善＝対象とする項目を特定した上で行う。基本給による賃金改善が望ましく、
賃金水準を低下させてはならない。（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加
分を含むことができる。）
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２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと賃金改善の実施等



(2)-2 賃金改善の方法
① 令和６年度に、令和５年度と比較して増加した加算額について、新たに増加した新
加算等の算定額に相当する賃金改善を新規に実施すること。

② 新規に実施する賃金改善は、ベースアップにより行うことを基本とする。
※ベースアップ：賃金表の改訂により基本給又は決まって毎月支払われる手当の額を変更し、
賃金水準を一律に引き上げること。

③ ただし、ベースアップのみにより当該賃金改善ができない場合には、必要に応じて、
その他の手当、一時金等を組み合わせて実施しても差し支えない。
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２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと賃金改善の実施等



(2)-3 職種間の賃金配分
① 福祉・介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある障害福祉人材に重点的
に配分することとする。

② 事業者の判断により、福祉・介護職員以外の職種への配分も含め、事業所内で柔軟
な配分を認めることとする。
ただし、職務の内容や勤務の実態に見合わない著しく偏った配分は行わないこと。
例：一部の職員に加算を原資とする賃金改善を集中させる。同一法人内の一部の事業所のみに
賃金改善を集中させる等

9

２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと賃金改善の実施等



用語 定義

福祉・介護職員 ① ホームヘルパー、生活支援員、児童指導員、保育士、世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員、就労定着

支援員、就労選択支援員、地域生活支援員、訪問支援員、夜間支援従事者、共生型障害福祉サービス等事業所及び特

定基準該当障害福祉サービス等事業所に従事する介護職員

② 利用者への直接的な支援を行うこととされ、その配置を報酬上の加算として評価されている以下の職員

・賃金向上達成指導員・目標工賃達成指導員・児発及び放デイの指導員

経験・技能のある障

害福祉人材

① 介護福祉士等であって特に経験・技能を有する者と認められる者（下記例のとおり）で、所属する法人等における勤

続年数が10年以上の職員

• 福祉・介護職員のうち介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、保育士のいずれかの資格者

• 心理指導担当職員（公認心理師含む。）

• サビ管、児発管、サービス提供責任者

• その他研修等により専門的な技能を有すると認められる職員

※職員の経験技能を踏まえ事業者の裁量で設定すること
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２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと賃金改善の実施等



(3) 令和７年度の更なるベースアップに
つなげるための工夫
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２．令和６年４月以降の新加算の仕組みと賃金改善の実施等

R6年度に2.5％、R7年度に2.0％のベースアップへとつながる仕組みとする。

① R6年度に前年度と比較して増加した加算額の一部をR7年度に繰り越してR7年度の
賃金改善に充てることを可能とする。

② 繰越額については、確実にR7年度の賃金改善に充てることについて誓約し、R7年度
の計画書・実績報告書で確認する。

③ R7年度の賃金改善実施期間末までに事業所が、休止又は廃止となった場合は、その
時点で繰越分の残額を一時金等により、全額、職員へ配分しなければならない。



３．新加算の要件
（１）新加算の要件

１ 月額賃金改善要件Ⅰ～Ⅱ
Ⅰ：月給による賃金改善
Ⅱ：旧ベースアップ等加算相当の賃金改善

２ キャリアパス要件Ⅰ～Ⅴ
Ⅰ：任用要件・賃金体系の整備
Ⅱ：研修の実施
Ⅲ：昇給の仕組みの整備等
Ⅳ：改善後の年額賃金要件
Ⅴ：配置等要件

３ 職場環境等要件

（２）旧３加算の要件
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13
厚労省・こども庁「事務担当者向け・詳細説明資料」抜粋



３．新加算の要件
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３．新加算の要件

厚生労働省・こども家庭庁「事業者向けリーフレット」参照



(1)-1 月額賃賃金改善要件Ⅰ～Ⅱ
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３．新加算の要件

厚生労働省・こども家庭庁「事業者向けリーフレット」参照



(1)-1 月額賃賃金改善要件Ⅰ～Ⅱ
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３．新加算の要件

厚労省・こども庁「事務担当者向け・詳細説明資料」抜粋



(1)-1 月額賃金改善要件Ⅰ

① 新加算Ⅳに相当する加算額の２分の１以上をベースアップに充てること。
※新加算Ⅰ～Ⅲを取得している場合も、新加算Ⅳを算定する場合に見込まれる加算額の２分の
１以上をベースアップに充てる。

② 加算を未算定の事業所が新規に新加算Ⅰ～Ⅳを算定し始める場合を除き、本要件を
満たすために新たに改善額を増加させる必要はない。
→ベースアップ以外の手当や一時金により行っている賃金改善の一部を減額し、その分を基本
給等に付け替えることで、本要件を満たすこととして差し支えない。

③ 令和６年度中は適用を猶予する。
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３．新加算の要件

月給による賃金改善



(1)-1 月額賃金改善要件Ⅱ
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旧ベースアップ等加算相当の賃金改善

時点 旧処遇 旧特定 旧ベア 月額賃金改善要件Ⅱの適用

R6.5.31 〇 - ×
旧ベア相当額の３分の２以上の基本給等の引き上げを新規に実施すること。
引上げはベースアップを基本とする。

R6.5以前 × × × 適用なし

R6.6～： 新加算Ⅴ(1)
Ｒ７．４～： 新加算Ⅰ

旧ベア相当額の３分の２以上の基本給等の引き上げを新規に実施すること。
引上げはベースアップを基本とする。（R7年度の実績報告で報告）

実績報告書で
報告！（例）

３．新加算の要件



(1)-2
キャリアパス要件
Ⅰ～Ⅴ
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３．新加算の要件

厚生労働省・こども家庭庁「事業者向けリーフレット」参照



(1)-2 キャリアパス要件Ⅰ

下記のすべての要件を満たすこと。

① 福祉・介護職員の職位、職責、職務内容に応じた任用等の要件（賃金に関するもの
も含む。）を定めていること。

② ①に掲げる職位、職責、職務内容に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われ
るものを除く。）を定めていること。

③ ①②の内容について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し全ての福祉・介
護職員に周知していること。

④ 必ず令和７年３月までに整備を行い、実績報告書で報告すること。
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労基法上の就業規則の作成義務がない事業所等においては、内規等の整備・周知で可。
（常時雇用する者の数が10人未満の事業所等など）

任用要件・賃金体系の整備等

３．新加算の要件



(1)-2 キャリアパス要件Ⅱ

下記のすべての要件を満たすこと。

① 福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及
びa又はbに掲げる事項に関する具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は
研修の機会を確保すること。

② ①について全ての福祉・介護職員に周知していること。

③ 必ず令和７年３月までに整備を行い、実績報告書で報告すること。
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３．新加算の要件

研修の実施等

a. 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、能
力評価を行うこと。

b. 資格取得のための支援を実施すると。



① 次のaからcのいずれかに該当する仕組みを設けていること。

② ①について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての福祉・介護職員
に周知していること。

③ 必ず令和７年３月までに整備を行い、実績報告書で報告すること。
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(1)-2 キャリアパス要件Ⅲ
３．新加算の要件

昇給の仕組みの整備等

a. 経験（勤続年数・経験年数等）に応じて昇給する仕組み
b. 資格等（介護福祉士等、実務経験研修等）に応じて昇給する仕組み
c. 一定の基準（実技試験や人事評価等の客観的に明文化した基準）に基づき

定期に昇給を判定する仕組み

労基法上の就業規則の作成義務がない事業所等においては、内規等の整備・周知で可。
（常時雇用する者の数が10人未満の事業所等など）



① 経験・技能のある障害福祉人材のうち１人以上は、賃金改善後の賃金の見込額が、
年額440万円以上であること。
※新加算等による賃金改善以前の賃金が年額440万円以上の者は除く。

② 令和６年度中は、①の代わりに新加算の加算額のうち旧特定加算Ⅱ相当する部分に
よる賃金の改善額が月額平均8万円以上の職員を置くことにより、要件を満たすこと
としても差し支えない。
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(1)-2 キャリアパス要件Ⅳ
３．新加算の要件

改善後の年額賃金要件

例外的に下記の事業所はこの限りでない。

⚫ 小規模事業所で加算額全体が少額である。

⚫ 職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに１人の賃金を引き上げることが
困難である。



⚫ 福祉専門職員配置等加算（訪問系は、特定事業所加算）の届出を行っていること。

⚫ 不要：重度障害者等包括支援、施設入所、短期入所、就労定着、居宅訪問型児童発達、
保育所等訪問
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(1)-2 キャリアパス要件Ⅴ

３．新加算の要件

配置等要件



(1)-3 職場環境等要件
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３．新加算の要件

厚生労働省・こども家庭庁「事業者向けリーフレット」参照
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３．新加算の要件
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３．新加算の要件
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４．新加算の算定に係る事務処理手順
（１）体制に関する届出書・体制等状況一覧表の提出

（２）処遇改善計画書等の作成・提出

（３）実績報告書の作成提出

（４）複数の障害福祉サービス事業所等を有する障害福祉サービス事業者等の特例

（５）処遇改善計画書・実績報告書等の様式の特例
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(1) 体制に関する届出書・体制等状況一覧表の提出
(2) 処遇改善計画書等の作成・提出
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ホームページから届出書をダウンロードし、下記期限までに長崎県障害福祉課まで提出
すること。

⚫ 提出期日
・令和６年７月以降から加算を取得する場合：加算を取得する月の前前月の末日
（例）令和５年７月から加算取得の場合、令和5年５月末日までに提出

⚫ ホームページ掲載先

ホーム＞分類で探す＞福祉・保健＞障がい者＞お知らせ（事業者用）＞各種調査＞福
祉・介護職員処遇改善等の届出

４．新加算の算定に係る事務処理手順

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/shogaisha/oshirase-shogaisha/tyousa/659418.html


(3) 実績報告書の作成提出
ホームページから様式をダウンロードし、下記期限までに長崎県障害福祉課まで提出す
ること。

⚫ 提出期日
加算の最終の支払があった月の翌々月の末日までに提出すること。
基本的には、令和６年度の実績報告書の提出期日は令和７年７月31日とする。

⚫ ホームページ掲載先

ホーム＞分類で探す＞福祉・保健＞障がい者＞お知らせ（事業者用）＞各種調査＞福
祉・介護職員処遇改善等の届出
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４．新加算の算定に係る事務処理手順

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/shogaisha/oshirase-shogaisha/tyousa/659418.html


(4) 複数の障害福祉サービス事業所等を
有する障害福祉サービス事業者等の特例

⚫ 事業者（法人）単位で一括して作成して差し支えない。

⚫ その際、処遇改善計画書等は、各指定権者に対してそれぞれ提出すること。
※「提出先」の項目以外は同一の内容で差支えない。
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４．新加算の算定に係る事務処理手順



(5) 処遇改善計画書・実績報告書等の
様式の特例
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４．新加算の算定に係る事務処理手順

厚生労働省・こども家庭庁「事務担当者向け・詳細説明資料」抜粋



５．変更等の届出

（１）変更の届出

（２）特別事情届出書
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(1) 変更の届出
① 会社法の規定による吸収合併、新設合併等により計画書の作成単位が変更になる場
合

② 複数の事業所について一括して申請を行う事業者で、事業所数に増減があった場合

③ キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲまでの適合状況に変更があり区分を見直す場合

④ キャリアパス要件Ⅴ（配置等要件）の適合状況に変更があり区分を見直す場合
特定事業所加算を算定できない状況が常態化し、３か月以上継続した場合も含む。

⑤ 算定する新加算の区分の変更を行う場合及び新加算等を新たに算定する場合

⑥ 処遇に関する内容に係る就業規則を改訂した場合（⑥のみの変更であれば実績報告
時の報告でよい。）
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５．変更等の届出



(2) 特別事情届出書
事業の継続を図るために、職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下
げ、賃金改善を行う場合は、下記の内容を記載した特別な事情に係る届出書を提出する
こと。

① 法人の収支について、利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわ
たって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況

② 福祉・介護職員等の賃金水準の引下げの内容

③ 経営及び賃金水準改善の見込み

④ 賃金水準を引下げることについて適切に労使の合意を得ていること等の必要な手続
きに関して、労使の合意の時期及び方法
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５．変更等の届出



６．資料の保管及び提示
以下の書類を適切に保管し、知事から求められた場合は速やかに提示しなければならな
い。

① 処遇改善計画書及び実績報告書（２年間保存）

② 計画書の記載内容に係る根拠資料

③ 労働基準法第89条に規定する就業規則
（キャリアパス要件Ⅰに係る任用要件及び賃金体系に関する規定、キャリアパス要
件Ⅲに係る昇給の仕組みに関する規定を含む。）

④ 労働保険に加入していることが確認できる書類
（労働保険関係成立届、労働保険概算、確定保険料申告書等）
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７．新加算の停止

県知事は、下記の場合は既に支給された新加算等の一部若しくは全部を不正受給として
返還させること、新加算等を取り消すことができる。

① 新加算等の算定額に相当する賃金改善が行われていない、賃金水準の引下げを行い
ながら、特別な事情に係る届出書を提出していない等、大臣基準告示及び国通知に
記載の算定要件を満たさない場合

② 虚偽又は不正の手段により加算を受けた場合
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８．新加算等の算定要件の周知・
確認等について

① 賃金改善方法の周知について
・処遇改善計画書を用いて職員に周知すること。
・就業規則等の内容についても周知すること。

② 労働法規の順守について
新加算等の目的や告示を踏まえ、労働基準法等を遵守すること。
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９．取得促進について

県では障害福祉分野で働く方々の処遇改善のために、処遇改善加算等の積極的な取得を推奨
しています。

長崎県社会保険労務士会へ業務委託し、新加算等の新規取得や、より上位の区分の取得に向
けて支援を行っています。
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【処遇改善加算取得促進支援事業】
〇長崎県社会保険労務士会 095-821-4454

〇長崎県障害福祉課 095-895-2455
メール：shougaifukusi-jiritusien@pref.nagasaki.lg.jp



10．参考
◆「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の
提示について」（令和６年３月26日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉
課長・こども家庭庁支援局障害児支援課長通知）

◆別紙「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式
例の提示について」

◆厚生労働省・こども家庭庁「事業者向けリーフレット」

◆厚生労働省・こども家庭庁「制度概要・全体説明資料」

◆厚生労働省・こども家庭庁「事務担当者向け・詳細説明資料」

【ホームページリンク】

◆福祉・介護職員の処遇改善 ｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

◆令和6年度福祉・介護職員処遇改善加算等の届出 | 長崎県 (pref.nagasaki.jp)
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https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2024/03/1711522260.pdf
https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2024/03/1711522285.pdf
https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2024/03/1711521730.pdf
https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2024/03/1711521769.pdf
https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2024/03/1711521786.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/minaoshi/index_00007.html
https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/shogaisha/oshirase-shogaisha/tyousa/659418.html

